
1 
 

介護保険住宅改修について 
 

［令和６年１０月版］ 

 

 

１．対象者 

 

  要支援又は要介護の認定を受けており、現に居住する住所地において心身の状況や住宅

の状況に照らして改修が必要と認められる者。自立支援に繋がる改修であること。 

 

２．対象となる住宅 

 

住宅改修費の支給対象となる住宅は、被保険者証記載の住所で、現に居住している住宅

です。 

 

３．支給対象となる住宅改修  【平成11年厚生労働省告示第95号】 

 

  （１）手すりの取付け 

  （２）段差の解消 

  （３）滑りの防止及び移動の円滑化等のための床又は通路面の材料の変更 

  （４）引き戸等への扉の取替え 

  （５）洋式便器等への便器の取替え 

  （６）その他・・・・（１）から（５）の住宅改修に付帯して必要となる住宅改修 

      ①手すりの取付け 

       手すりの取付けのための壁の下地補強など 

      ②段差の解消 

       浴室の床段差の解消（浴室の床かさ上げ）に伴う給排水設備工事など 

      ③床材の変更 

       床材の変更のための下地の補強や根太の補強など 

      ④扉の取替え 

       扉の取替えに伴う壁または柱の改修工事など 

      ⑤便器の取替え 

       便器の取替えに伴う給排水設備工事（水洗化または簡易水洗化に係るものを

除く）便器の取替えに伴う床材の変更など 

 

４．ユニットバスについて 

 

 「３．支給対象となる住宅改修（平成11年厚生労働省告示第95号）」において示したよ

うに、ユニットバスの工事自体を住宅改修の支給対象とは認めておりません。しかし、「段

差の解消」「滑りの防止及び移動の円滑化等のための床又は通路面の材料の変更」「引き戸

等への扉の取替え」に該当する工事内容である場合は支給対象として認められる場合があり

ます。 

 

 ユニットバスの工事の検討の前に、すのこ、バスボード、入浴補助用具など福祉用具等

（購入・貸与）の活用の可否を検討してください。また、事前提出書類にも、福祉用具等で

は解決できない旨の説明を必ず記入してください。 
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 住宅改修の事前申請時に、下記のいずれかの計算方法で見積書を提出してください。 

 （１）メーカーにおいて、介護保険対象分の材料費・施工費を分けることが出来る場合 

全体の費用に対する介護保険の支給対象材料費・施工費の工事費用を按分し算出する。 

 

 

 （２）メーカーで介護保険対象の施工費の按分が分からない・困難な場合 

   【施工費の按分】 

   ①ユニットバス全体の組立て施工費を、税抜き標準価格（メーカーが表示した小売価

格、基本となる一般的な価格）の１０％を目安として算出する。 

   ②①で算出した金額に「ユニットバス按分基準表」の対象部分の按分率をかけて算出

する。 

 

 各部 扉 床 浴槽 それ以外（壁、天井等） 

保険対象 対象 対象外 

按分率 １００％ １０％ ２０％ １５％ ５５％ 

   〈施工費の算出方法〉 

    全体の施工費＝税抜き標準価格（オプション、付属は含まない）×１０％ 

    対象部分の施工費＝全体の施工費×対象の按分率 

    （１円未満切捨） 

 

 上記（１）、（２）のいずれかの計算方法で計算した見積りをもとに事前申請書類を提出

してください。 

 

  

 

５．支給限度基準額等  

 

  （１）支給限度基準額 ： 20万円 

 

  （２）支給限度額管理 ： 要介護等状態区分に関わらず支給限度基準額は20万円。 

               ただし、転居や要介護状態区分の変化があった際には、 

改めて住宅改修の支給を受けられる場合があります。 

  

  （３）算定上の留意事項 

     ○新築又は増改築の場合 

       住宅の新築は、住宅改修とは認められないので住宅改修費の対象となりませ

ん。また、増築により新たに居室・トイレを設ける場合は住宅改修費の対象と

なりませんが、増築に伴う廊下の拡幅に合わせた手すりの取付け、便所の拡張

に伴い和式便器から洋式便器に取り替える場合等は、それぞれ「手すりの取付

け」、「和式便器から洋式便器に取替え」に係る費用についてのみ住宅改修費

の支給対象とします。 

      

○住宅改修費の支給対象外の工事も併せて行われた場合 

       住宅改修費の支給対象となる住宅改修に併せて支給対象外の工事も行われた

場合は、対象部分の抽出、按分等適切な方法により、住宅改修費の支給対象と

なる費用を算出します。 

      

○申請者等自らが住宅改修を行う場合 

       住宅改修のための材料を購入し、申請者またはその家族等により住宅改修が
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行われる場合は、材料の購入費を住宅改修費の支給対象とします。材料の購入

は、事前申請の承認を受けた後にしてください。 

この場合、「住宅改修に要する費用に係る領収証」は材料を販売した者が発行

したものとし、これに添付する工事費内訳書として、使用した材料の内訳を記載

した書類を申請者またはその家族等が作成してください。 

       なお、この場合であっても、事前申請時、事後申請時に必要な書類は事業者

が改修を行う場合と変更はありません。 

      

○同じ住宅に複数の申請者がいる場合 

       同じ住宅に複数の申請者が居住する場合において、申請者ごとに住宅改修費

の支給申請を行うことが可能です。同時に住宅改修を行う場合は、各申請者に

有意な範囲を特定し、その範囲が重複しないように申請を行うものとします。 

        

 

  （４）要介護状態が著しく重くなった場合の例外 

最初に住宅改修費の支給を受けた住宅改修費の着工時点と比較して、介護の 

必要度が高くなった場合（介護の必要の程度が３段階以上、上がった場合）は、

例外的に改めて支給限度基準額（20万円）までの住宅改修費の支給を受けること

ができます。（次頁表参照） 

また、初回分の住宅改修について支給限度基準額の残額があっても、追加分に

持ち越されず、20万円となります。ただし、この取り扱いは同一住宅・同一対象

者について１回が限度です。 

 

初回の住宅改修時点での要介護状態 追加の住宅改修時点での要介護状態 

要支援１ 要介護３・要介護４・要介護５ 

要支援２・要介護１ 要介護４・要介護５ 

要介護２ 要介護５ 

要介護３ － 

要介護４ － 

要介護５ － 

  （５）保険給付額 

      申請者の負担割合により９割～７割給付になります。ただし、申請者に給付額

の減額が適用されている場合は、７割又は６割給付となります。 

     （例）20万円を超える工事の場合は、負担割合が１割の方は９割（１8万円）の

給付となり、残りが自己負担額 

 

  （６）対象外の改修を併せて行った場合 

      支給対象外の改修を併せて行う場合は、工事見積書に介護保険対象分と対象外

の区別を記載してください。 

 

 

６．申請方法及び提出書類 

 

   はじめに、事前申請書類を提出し、市の承認がおりた後に工事を着工します。完工後、

支給申請書を提出してください。 
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（償還払い方式※1又は受領委任払い方式※2により、事後申請の流れが異なります。） 

 

※1 償還払い方式：申請者が全額を支払った後、市から介護給付該当額を支給する方式 

 

 

※2 受領委任払い方式：本市への受領委任払い登録事業者による工事施工により、申請者

は本人負担額を支払い、介護給付該当額を市から施工業者へ支払

う方式（本市への受領委任払いの登録については、事業者による

手続きが別途必要となります。） 

 

【事前申請（償還払い・受領委任払い共通）】※工事着工前に必ず申請してください。 

① 居宅介護（介護予防）住宅改修費に係る事前確認書類 別紙1 

※介護支援専門員もしくは地域包括支援センターの担当職員による作成となります。 

② 工事の図面（改修する被保険者の自宅図面） 

③ 工事の見積書 

※内訳はなるべく項目を細かく記載し、「諸経費」「雑費」等の項目は避けてくだ

さい。また、見積書の宛名は被保険者となります。 

④ 工事前の状況がわかる日付入りの写真：黒板や用紙に日付を明記して撮影しても可 

※改修箇所や段差の状況が明確に判別できる写真を適当な台紙に貼ってください。 

⑤ 承諾書 別紙2-1又は別紙2-2 

    ※住宅の所有が申請者以外の場合に提出が必要となります。所有者が同居家族であ

る場合や共有名義である場合も提出が必要となります。 

 

給付対象として適当な改修かを確認し、上限額・支給実績等を確認した後、書面にて通知

します。通知後に改修工事に取り掛かってください。 

 

  【事後申請】工事が完了し、支払いが終わったら支給申請をしてください。 

ア. 償還払い方式 

① 介護保険居宅介護（介護予防）住宅改修費支給申請書兼請求書 別紙3 

② 本人負担額の領収証原本 

  ※原本を提出できない場合は、原本を提示の上、写しを提出 

③ 工事後の状況がわかる日付入りの写真 

④ 工事後の内訳明細書（見積書の金額と異なる場合のみ） 

 

イ. 受領委任払い方式 

① 介護保険居宅介護（介護予防）住宅改修費支給申請書兼請求書 別紙3 

② 本人負担額の領収証原本 

  ※原本を提出できない場合は、原本を提示の上、写しを提出 

③ 工事後の状況がわかる日付入りの写真 

④ 工事後の内訳明細書（見積書の金額と異なる場合のみ） 

⑤ 受領委任払い制度による事業者受領額内訳（住宅改修） 別紙4 

 

※介護保険居宅介護（介護予防）住宅改修費支給申請書兼請求書の提出は、サービス提供

のあった月（領収証の日付の属する月）の翌月15日までに行ってください。 

※住宅改修工事完了後、特段の理由がなく、支給申請書の提出が遅れる住宅改修業者につ

きましては、受領委任払いの登録を抹消します。 

 

７．注意事項 

  ○介護保険認定申請前に行った住宅改修については認められません。 
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  ○介護保険認定申請期間中の住宅改修の申請について 

   ・認定申請中は、原則、事前申請のみの受付となりますので、認定結果がおりた後、

工事を着工してください。 

   ・認定結果が出る前に改修が必要な場合は、事前に健康長寿課へ相談してください。 

   ・認定の結果、「非該当」の場合は支給対象外（全額自己負担）となります。 

  ○適正化の観点から、極力複数業者から見積りを徴取し、必要最低限度の工事費用にな

るように心がけてください。「本人等が希望しない」という理由で、高額工事に係る

見積書を複数徴取しないことは、適正ではありませんので、介護保険制度の主旨をご

説明の上、複数業者から見積りを徴取するようお願いします。 

  ○住宅改修を既に行ってしまった後の住宅改修費の申請は認められません。 

○入院・入所中の申請は、事前申請のみ受け付けます。退院・退所を確認後、工事を   

着工してください。（退院前に工事完了を希望する場合は、相談してください。） 

○工事の改修内容・改修箇所に変更が生じた場合は、当初提出した申請を無効として、

新たに事前申請からやり直してください。（軽微な変更を除きます。） 

○事前申請の承認が降りる前に着工した住宅改修については、介護保険の対象外となり、

全額自己負担となりますので、承認後の着工を徹底してください。 

 



居宅介護（介護予防）住宅改修費に係る事前確認書類
＜基本情報＞

生年月日 現地確認日 作成日

　　新規　・　区分変更　・　更新 所属事業所

１　・　２　　 事業所番号

資　格

氏　名 印

連絡先

＜改修工事情報＞ ＜住宅情報＞

（氏　名 ： ）

）

　※本人以外が所有者の場合は、「住宅改修承諾書」を添付してください。

＜住宅改修について必要と認められる理由及び総合所見＞

改修前 改修後

●車いす □ □

●特殊寝台 □ □

●床ずれ防止用具 □ □

●体位変換器 □ □

●手すり □ □

●スロープ □ □

●歩行器 □ □

●歩行補助つえ □ □

●認知症老人徘徊感知機器 □ □

●移動用リフト □ □

●腰掛便座 □ □

●特殊尿器 □ □

●入浴補助用具 □ □

●簡易浴槽 □ □

●その他

　・ □ □

　・ □ □

　・ □ □

施工予定
業者名称

着工予定
年月日

住宅改修に要する費用の見積額
※見積書は別添のとおり

施工予定業者
事業者番号

　　　　　 年　　　月　　　日

□　本人

□　本人以外

（本 人 と の 関 係：

作
成
者

　　　　　 年　　　月　　　日年令 　　　歳
　　明治
　　大正　　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日
　　昭和

住宅の所有者

円　　　　　　年　　　　月　　　日

備考

利用者の身体状況

介　護　状　況

要介護認定
（該当に○）

申請中

被保険者
氏　名

〒335－　　　　　　戸田市

住宅改修により、
利用者等は日常生活を

どう変えたいか

福祉用具貸与及び購入品目

要支援

要介護 １　・　２　・　３　・　４　・　５

福祉用具の利用状況と住宅改修後の想定　　　　　

利
用
者

被保険者
番　号

住　所



＜表面の「総合的状況」を踏まえて、①改善しようとしている生活動作　②具体的な困難な状況　③改修目的と改修の方針　④改修項目を具体的に記入してください。＞

活動
①　改善をしようと
している生活動作

②　①の具体的な困難な状況（…なので
…で困っている）を記入してください

④　改修項目（改修箇所及び規模）

□ トイレまでの移動 □ できなかったことを □ 手すりの取付け

□ トイレ出入口の出入 　　　　　　　できるようにする

　　　　　（扉の開閉を含む） □ 転倒等の防止、安全の確保

□ 便器からの立ち座り（移乗を含む） □ 動作の容易性の確保

□ 衣服の着脱 □ 利用者の精神的負担や

□ 排泄時の姿勢保持 　　　　　　　不安の軽減

□ 後始末 □ 介護者の負担の軽減

□ その他（　　　　　　　　　　　　　） □ その他（　　　　　　　　　　　　　）

□ 浴室までの移動 □ できなかったことを

□ 衣服の着脱 　　　　　　　できるようにする

□ 浴室出入口の出入 □ 転倒等の防止、安全の確保

　　　　　（扉の開閉を含む） □ 動作の容易性の確保 □ 段差の解消

□ 浴室内での移動（立ち座りを含む） □ 利用者の精神的負担や

□ 洗い場での姿勢保持 　　　　　　　不安の軽減

　　　　　(洗体・洗髪を含む） □ 介護者の負担の軽減

□ 浴槽の出入（立ち座りを含む） □ その他（　　　　　　　　　　　　　）

□ 浴槽内での姿勢保持

□ その他（　　　　　　　　　　　　　）

□ 出入口までの屋内移動 □ できなかったことを □ 滑り防止等のための床材の変更

□ 上がりかまちの昇降 　　　　　　　できるようにする

□ 車いす等、装具の着脱 □ 転倒等の防止、安全の確保

□ 履物の着脱 □ 動作の容易性の確保

□ 出入口の出入 □ 利用者の精神的負担や

　　　　　（扉の開閉を含む） 　　　　　　　不安の軽減 □ 引き戸等ヘの扉の取替え

□ 出入口から敷地外までの □ 介護者の負担の軽減

　　　　　　　屋外移動 □ その他（　　　　　　　　　　　　　）

□ その他（　　　　　　　　　　　　　）

□ 階段の昇り降り □ できなかったことを

□ 布団・ベッドからの起き上がり 　　　　　　　できるようにする □ 便器の取替え

□ 転倒等の防止、安全の確保

□ 動作の容易性の確保

□ 利用者の精神的負担や □ その他

　　　　　　　不安の軽減

□ 介護者の負担の軽減

□ その他（　　　　　　　　　　　　　）

そ
の
他
の
活
動

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

入
浴

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

外
出

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

③　改修目的・期待効果をチェックした上で、
改修の方針（…することで　…が改善ができる）を記入してください

排
泄

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



年  月  日  

 

住宅改修の承諾についてのお願い 

（賃貸人） 

 住  所 

 氏  名               殿 

 

                       （賃借人） 

                        住  所 

                        氏  名                 印 

 

私が賃借している住宅の住宅改修を下記のとおり行いたいので、承諾願います。 

記 

(１)住 宅 

名  称  

所 在 地  

住戸番号  

(２)住宅改修の概要 

個所・部位 内容 

  

 

承   諾   書 

 上記について、承諾いたします。 

 （なお、                                       ） 

 

年  月  日   

（賃貸人） 

住   所 

氏   名                                   印 

 

[注] 

１ 賃借人は、本承諾書の点線から上の部分を記載し、賃貸人に２通提出して下さい。賃貸人は、承諾する 

場合には本承諾書の点線から下の部分を記載し、１通を賃借人に返還し、１通を保管してください。 

     ２  (１)の欄は、契約書頭書を参考にして記載してください。 

     ３  承諾に当たっての確認事項があれば、「なお、」の後に記載してください。 



 
 

 

                             年  月  日 

  

  

住宅改修の承諾書 

 

                       （住宅所有者） 

                        住  所 

                        氏  名                 印 

                           本人との関係（      ） 

 

 

私は、下記表示の住宅に、（被保険者）                 が住宅改修を行うことを承諾

いたします。 

 

 

   住宅改修を行う場所（所在地） 
 
    戸田市                                   

 

 

 

 

※ 名義人が複数いる場合は、全ての所有者からの承諾書が必要となります。 

 

 



第 61 号様式（別表第 3 関係） 

介護保険居宅介護（介護予防）住宅改修費支給申請書兼請求書 

フ リ ガ ナ 

被保険者氏名 

 保険者番号 1 1 2 2 4 3 
 被保険者番号            

個 人 番 号             

生  年  月  日 年  月  日 負 担 割 合 □ 1割  □ 2割  □ 3割 

住    所 

〒                     

  

電話番号 

住宅の所有者                    本人との関係（      ） 

改修の内容・ 

箇所及び規模 

□ 手すり取付け（                     ） 

□ 段差の解消 （                     ） 

□ 床材の変更 （                     ） 

□ 引き戸等への取替え （                 ） 

□ 洋式便器への取替え （                 ） 

□ 付帯工事  （                     ） 

施工業者及び 

事 業 者 番 号 
           

着 工 日 年   月   日 完 成 日 年   月   日 

改 修 費 用 円（改修工事費用の総額） 

（ 宛 先 ） 
戸田市長 

 
 上記のとおり関係書類を添えて居宅介護（介護予防）住宅改修費の支給を申請します。 
 

        年   月   日 

住所 

申請者                      電話番号 

氏名             印 

 注意 ・この申請書に、領収証及び住宅改修の完了後の状態が確認できる書類等を添付してください。 

居宅介護（介護予防）住宅改修費を下記の口座に振り込んでください。 

※受領委任払い登録業者が受領する場合は、口座振込依頼欄の記載は不要です。 

口 座 振 込 

依 頼 欄 

銀行 
信用金庫 
信用組合 

本店 
支店 
出張所 

種目 口座番号 

１ 普通預金 

２ 当座預金 

３ その他 

       金融機関コード 店舗コード 

       

フリガナ 

口座名義人 

 

 

 
保険者記入欄 ※記入しないでください。 

改修金額 円 保険給付対象額（上限額） 円 

自己負担額 円 支給決定金額          円 

要介護度 要支援 1 2 要介護 1 2 3 4 5 備考  



 

委 任 状 

                   年  月  日 

 

（宛先）戸田市長 

 私が支払いを受ける介護保険居宅介護（介護予防）住宅改修費について、下記の者に受領を

委任します。 

 

委任者 

（申請者） 

住所 

氏名                     印 

受任者 

（口座名義人又は受領

委任払い登録事業者） 

住所又は 

法人住所 

法人名 

氏名又は 

代表者職氏名                 

注意 ・この委任状欄は、表面の「口座振込依頼欄」が本人以外の方になる場合又は受領委任

払い方式で住宅改修工事をした場合に記載が必要です。 

   ・「法人名」は個人が受任者の場合は記載不要です。 

 

（領収証添付欄） 

 



受領委任払い制度による事業者受領額内訳（住宅改修） サービス提供月 月分

No. 利用者氏名 要介護度 負担割合 領収証の日付 改修内容 （改修費用総額）
保険対象分
（①）

利用者負担額
（②）

事業者受領額
（①－②）

1 円

2 円

3 円

4 円

5 円

6 円

7 円

8 円

9 円

10 円

合計 円 円 円 円

法人名

法人住所

事業所名

事業所住所

法人代表者職氏名

　　年　　月　　日

※法人名と事業所名、法人住所と事業所住所が同一の場合は、「事業所名」及び「事業所住所」の
記載は省略できます。

注意事項
①要介護度及び負担割合は、「介護保険被保険者証」及び「介護保険負担割合証」にて必ず

確認し、記載してください。

②代表者印の押印の必要はありません。

③「改修費用総額」は介護保険対象外の金額や上限額を超えた金額を含む、住宅改修工事

に係る総額の記入をしてください。ただし、「保険対象分」と同一の場合は、記入不要です。

④サービス提供月（領収証の日付の属する月）の翌月の15日までに提出してください。（特段
の理由がなく提出が遅れることが頻繁にある場合は、受領委任払い登録事業者の登録を抹

消します。）


